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Ⅰ はじめに 

 

平成３０年度の当初予算案は、将来に備えて財源調整基金の繰入れを可能な

限り抑えつつも、今直面している喫緊の課題の解決や、未来につながっていく

施策に重点的に予算を配分しました。 

 これまでの本市の長い歴史の中で、先人たちが築き上げてきた今の魅力ある

まちを、２０年後の子供たちにしっかりとつなげていくよう、全力で取り組ん

でまいります。 

 

 

 

Ⅱ 予算案の全体像 

 

【平成３０年度当初予算案】 

 平成３０年度の一般会計の予算規模は、２，０００億円台を維持しつつ、前

年度に比べて１５億５，０００万円、率にして０．７％の減となり、前年度に

続き一般会計の予算額は前年度を下回りました。 

 

予算規模                             （単位：千円） 

区分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率 

一 般 会 計 207,950,000 209,500,000 △1,550,000 △0.7％ 

特 別 会 計 104,078,000 146,380,000 △42,302,000 △28.9％ 

企 業 会 計 56,527,650 19,572,000 36,955,650 188.8％ 

合計 368,555,650 375,452,000 △6,896,350 △1.8％ 

 

 特別会計の下水道事業特別会計については、平成３０年４月から企業会計と

なります。このため、特別会計の合計の予算規模は、１，０４０億７，８００

万円で前年度と比べて４２３億２００万円、率にして２８．９％の減となりま

した。 

 地方卸売市場事業と病院事業に、新たに下水道事業を加えた企業会計の予算

規模は、３６９億５，５６５万円増の５６５億２，７６５万円となり、全ての

会計の予算規模は、３，６８５億５，５６５万円で前年度と比べて６８億９，

６３５万円、率にして１．８％の減となりました。 
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【一般会計 歳入】 

 一般会計のうち歳入面では、人口の増加による個人市民税の増収などにより

市税収入を、９９９億８，３６０万円と見込みました。前年度予算と比較して、

９億６，９１０万円、１．０％の増となり、市税収入としては、過去最大とな

ります。 

 普通交付税は、平成２９年度の算定結果、国の平成３０年度の地方財政対策

で確保された地方交付税の総額を参考に、２４億３，０００万円を計上しまし

た。 

 

 

主な一般財源                              （単位：千円） 

区分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率 

市税 99,983,600 99,014,500 969,100 1.0％ 

 うち個人市民税 44,892,000 43,833,000 1,059,000 2.4％ 

 うち法人市民税 6,058,500 5,972,800 85,700 1.4％ 

 うち固定資産税 35,470,600 35,500,900 △30,300 △0.1％ 

 うち都市計画税 7,500,000 7,473,000 27,000 0.4％ 

地方消費税交付金 10,817,700 9,292,900 1,524,800 16.4％ 

普通交付税 2,430,000 3,313,000 △883,000 △26.7％ 

臨時財政対策債 5,620,000 7,291,000 △1,671,000 △22.9％ 

 借換債を控除後 5,620,000 6,093,000 △473,000 △7.8％ 

財源調整基金繰入金 4,800,000 8,700,000 △3,900,000 △44.8％ 

 

 

市債の発行額については、南部清掃工場の建て替えのほか、公共施設の長寿

命化や都市基盤の整備を行うことから、２０９億１，１４０万円（臨時財政対

策債を含む。）となっています。これは、前年度予算における発行額と比較して

４０億９，０００万円の減となります。 

財源調整基金繰入金については、将来の財源不足に備えるため、繰入れを抑

制し、前年度と比較して３９億円減の４８億円としました。 

 

※ 借換債とは、発行に際して、あらかじめ同意を得た償還期間より短い期間で資金を

借り入れた市債について、満期になった時点で再度資金を借り換えるものです。 

※ 臨時財政対策債とは、地方交付税として必要なお金が不足するため、国と地方が折

半して負担するというルールに基づき発行する市債です。なお、この市債の償還に係

る元金と利子については、将来の地方交付税に加算されることになっています。 
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市債（一般会計）                           （単位：千円） 

区分 平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率 

建設事業債等 15,291,400 17,710,400 △2,419,000 △13.7％ 

 借換債を控除後 13,826,700 16,636,800 △2,810,100 △16.9％ 

臨時財政対策債 5,620,000 7,291,000 △1,671,000 △22.9％ 

 借換債を控除後 5,620,000 6,093,000 △473,000 △7.8％ 

計 20,911,400 25,001,400 △4,090,000 △16.4％ 

 借換債を控除後 19,446,700 22,729,800 △3,283,100 △14.4％ 

 

 

【一般会計 歳出】 

一般会計のうち歳出面では、南部清掃工場の事業費が増加しますが、市立高

校第３体育館の整備事業等が終了することから、普通建設事業費は、対前年度

比５．６％の減となっています。また、今後の公債費の増加に対応するため、

前年度に引き続き減債基金の積立を行っています。 

公債費については、借換えのための償還額が８．０億円減したことから、対

前年比０．５％の減となっていますが、借換債を除くと、これまでに実施した

小中学校等の耐震改修等にあたって借り入れた市債の元金償還により、実質の

公債費は７．５億円の増となっています。 
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Ⅲ 主要事業の概要 

 

（１）「めざすまちの姿」とは 

本市を取り巻く課題や市民のニーズを踏まえ、後期基本計画の分野別計画に

横串をさすように、特に重要なまちづくりのテーマを設定して、優先的・重点

的に取り組むべき施策を抽出したものが「めざすまちの姿」です。 

 

（２）予算案における主要事業 

次頁以降に、平成３０年度当初予算案に係る主要事業を６つの「めざすまち

の姿」ごとに示します。 
 

 

※〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業を表しています。 

※予算額は、千円未満を切り上げています。 

※頁は、「予算参考資料」の頁を表しています。 

※ここで紹介する事業には、複数の事業の組み合わせや、事業の一部で構成され 

ているものもあるため、予算額や事業名が「予算参考資料」とは必ずしも一致 

しません。 
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①   非常時への備えのあるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○マンホールトイレの整備 

（１０，０００千円）２９頁 

災害発生時のトイレ不足や避難所における衛生対策や健康確保のため、避難

所等へマンホールトイレを計画的に整備します。平成３０年度は、多くの帰宅

困難者が利用することが予想される小栗原小学校に１０基を整備します。 

   【危機管理課】 

 

 

△地域防災力の向上 

（１，７８６千円）２９頁 

 地域での防災活動を担うリーダー的な人材を育て、地域防災力の向上を図る

ため、自主防災組織を結成した町会・自治会等から推薦のあった市民を対象に、

防災士資格取得費や災害救援ボランティア講座の受講料を引き続き助成します。

また、大規模災害時や緊急事態に的確に対応できるよう、市職員の防災士資格

取得を進め、平成３２年度に１００名を目指します。 

   【危機管理課】 

 

 

△防災行政無線の整備 

（３４７，５１７千円）２９頁 

 災害時の情報伝達に利用する防災行政無線のデジタル化を平成３１年度まで

に計画的に進めます。平成３０年度は防災行政無線の聞き取りにくい地域４か

所（東中山２丁目、鈴身町（２か所）、みやぎ台１丁目）にスピーカー等放送設

備を設置します。 

   【危機管理課】 
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※フラップゲート：河川等からの逆流を防止する目的で、そこに接続されている排水管

に設置する逆流防止弁のこと。 

 

①   非常時への備えのあるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

△大雨による浸水対策 

（９９，５２０千円）８７・８９頁 

都市化の進展に伴う雨水流出の増加に対応するため、準用河川駒込川の自然

環境に配慮した改修を進めます。また、浸水被害を抑制するため、飯山満川、

前原川、中野木川にフラップゲート※を設置します。 

    

 

 

 

【河川整備課・下水道河川管理課】 

 

 

 

 

○大規模盛土造成地マップの作成 

（９，０００千円）９５頁 

市民との情報共有を図り、防災意識を向上させるため、地震等による地滑り

などが懸念される大規模な盛土造成地の変動予測調査を行い、大規模盛土造成

地マップを作成します。 

   【宅地課】 

 

 

 

 

≪準用河川駒込川の改修イメージ≫ 
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①   非常時への備えのあるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○消防団員への火災情報Ｅメール指令 

（６５４千円）９７頁 

 早期の出動体制の確保や進行経路の確認により、迅速な災害対応を図るため、

火災発生時に、火災現場を管轄する消防団員に対し、Ｅメールにて火災の発生

及び発生場所の地図情報を送信します。 

【消防局総務課】 

 

 

○Ｎｅｔ１１９緊急通報システムの導入 

（２，２６８千円）９７頁 

 会話に不自由な聴覚・言語機能障害者がスマートフォン等を用いて、音声に

よらない緊急通報を行うことができる「Ｎｅｔ１１９緊急通報システム」を導

入します。 

   【消防局総務課】 

 

 

●救助活動用の資機材の整備 

（２，５５６千円）９９頁 

 西部地区での救助体制を強化するため、現在３隊（中央、東、三咲）体制の

救助隊に加え、北消防署行田分署のポンプ車に救助活動用の資機材を積載しま

す。 

   【消防局総務課】 

 

 

●高規格救急自動車の増台 

（３０，３００千円）９９頁 

 年々増加する救急出動に対応するため、高規格救急自動車を増台し、現在１

４隊で活動している救急隊を、平成３１年４月から１５隊体制とする準備を進

めます。 

   【消防局総務課】 
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①   非常時への備えのあるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

△（仮称）東消防署古和釜分署・消防訓練場の整備 

（１，１８３，９０１千円）９９頁 

 消防力の充実・強化を図るとともに、複雑多様化する各種災害の発生に備え、

消防職員及び団員等の災害対応能力の向上を図るため、古和釜町・松が丘地区

に消防分署及び消防訓練場を整備し、平成３１年度に開署します。 

   【消防局総務課】 
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②   安心して暮らせるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

●介護・障害福祉サービスの人材確保 

（５，５５４千円）３７・４１頁 

 介護に従事する人材を確保するため、合同就職説明会を開催します。平成３

０年度から障害福祉サービス事業者も同説明会の参加対象に拡大します。また、

介護保険サービスを提供している施設が、ＥＰＡ（経済連携協定）を締結して

いるベトナム、フィリピン、インドネシアから介護福祉士候補者を受け入れた

場合に加え、障害福祉サービスを提供している施設が、介護福祉士候補者を受

け入れた場合にもその費用の一部を助成します。 

   【障害福祉課・介護保険課】 

 

 

○ヘルプマークの配布 

 （２０８千円）３７頁 

 外見では分かりづらい障害のある方や難病の方等の存在を周囲に視覚的に示

し、また、事故や災害、体調不良等の緊急時に、その方の特性に応じた支援や

配慮を求めるツールとして、希望のある方に鞄等に取り付けられるヘルプマー

クを配布します。 

【障害福祉課】 

 

 

 

 

 

 

 

△特別養護老人ホームの入所待機者対策等 

（４０７，０００千円）３９頁 

 特別養護老人ホームの入所待機者対策として施設整備を促進するため、８０

床の整備を実施する社会福祉法人に対し、整備費の一部を助成します。また、

開設後満１０年以上を経過した特別養護老人ホームの改修費の一部を助成しま

す。 

   【高齢者福祉課】 

 

≪ヘルプマーク≫ 
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②   安心して暮らせるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備促進 

（３２，０００千円）３９頁 

通い、訪問介護、訪問看護及び泊まりのサービスを組み合わせて提供する看

護小規模多機能型居宅介護事業所を整備する法人に対し、整備費の一部を助成

します。 

   【高齢者福祉課】 

 

 

○脳ドック受診の促進 

（１０，５００千円）４１・１２５頁 

健康寿命の延伸を図るため、国民健康保険と後期高齢者医療制度の被保険者

のうち、４０歳から５歳刻み年齢の方に対し、脳ドックに係る費用の一部を助

成します。 

 【健康づくり課・国民健康保険課】 

 

 

△医療センター建替えの基本計画の策定 

（１１，２４６千円）５９頁 

昭和５８年に開院した市立医療センターの老朽化等に伴う建替えに向け、検

討委員会からの意見等を踏まえ、基本計画を策定します。 

   【健康政策課】 

 

 

△公園を活用した健康づくりの推進 

（３，２７８千円）６１頁 

身近な公園で手軽にできる運動習慣を身につけ自主的な健康づくりが推進さ

れるよう、公園を活用した健康づくりを推進します。平成３０年度は、ラジオ

体操・太極拳・健康体操・ヨガなどの健康づくりの実施場所を２９箇所から４

０箇所に拡大します。 

【地域保健課】 
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②   安心して暮らせるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○健康ポイント制度の導入 

（１７，０００千円）６１頁 

健康に関心のある方だけでなく、健康に無関心な方や運動習慣のない方も健

康づくりに取り組む動機づけとなるよう、ウォーキングや体操等の活動に対し

てポイントが加算され、様々な特典が得られる健康ポイント制度を導入します。 

 【健康政策課】 

 

 

△障害者の職場実習に対する奨励金の交付 

（４，０８６千円）７１頁 

障害者の職場実習生を５日以上受け入れた事業主に対し奨励金を交付し、障

害者の就労機会の創出を図ります。 

   【商工振興課】 

 

 

△歩行者の安全対策 

（２６０，２２０千円）８５頁 

ＪＲ西船橋駅北口広場の整備や（仮称）塚田第二小学校東側の市道００－１

９３号線の設計を行うほか、生活道路の安全を確保するため、ゾーン３０を１

か所で整備します。また、自転車利用者が安全で快適に利用できるよう、自転

車走行箇所のカラー舗装等を３路線で整備します。 

   【道路計画課・道路維持課・道路建設課】 

 

 

△移動の支援 

 （４０，９３６千円）８５・８９・９１頁 

交通不便地域の移動支援を行うため、地域住民組織からの要請により路線バ

スを運行するバス事業者に対し、運行経費の一部を助成します。また、高齢者

の移動支援のため、老人福祉センター送迎バスや自動車学校送迎バスの有効活

用を進めます。さらに、高齢者等の利便性向上のため、バス停留所に上屋やベ

ンチの整備を進めるとともに、整備するバス事業者に対し、費用の一部を助成

します。                   【道路建設課・道路計画課】 
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②   安心して暮らせるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

●住宅確保要配慮者に対する家賃債務保証料の助成 

（１５０千円）９５頁 

住宅確保要配慮者が住まいを円滑に確保できるよう、住宅確保要配慮者向け

専用賃貸住宅に入居する際に必要となる家賃債務保証料の一部を事業者に助成

します。 

【住宅政策課】 

 

 

○介護予防の推進 

 （９，８００千円）１３５頁 

楽しみながら健康づくりや介護予防ができる環境をさらに推進するため、市

民ヘルスミーティングを２４地区コミュニティで開催します。また、高齢者の

元気を計る指標として「健康スケール及び運動器チェック」を千葉大学と共同

で開発します。さらに、２地区コミュニティで、ロコモティブシンドローム（運

動器症候群：骨や関節、筋肉など運動器の衰えにより、立つ・歩くなどといっ

た機能が低下している状態）の測定モデル事業を実施します。 

【健康づくり課】 

 

 

○認知症カフェ開設の支援 

 （１，７３１千円）１３７頁 

認知症の方やその家族が、地域の方や専門家と相互に情報を共有し、お互い

を理解し合う場である認知症カフェについて、開設しようとしている地域団体

や事業所等を対象としてノウハウを学ぶセミナーを開催し、認知症カフェの開

設を促進します。 

【包括支援課】 
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②   安心して暮らせるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○国民健康保険事業の広域化 

予算参考資料に記載なし 

国民健康保険制度は、平成３０年度から、安定的な制度運営を目的として、

都道府県がその責任主体となります。財政基盤強化のため、国費が投入される

とともに、地方自治体は決算補填目的の繰出しの解消を図るという方針が示さ

れたことにより、平成３０年度の保険料の見直し及び決算補填目的の繰出しの

段階的解消を図っていきます。 

   【国民健康保険課】 
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※ＤＢＯ（Design Build Operate）方式：公共が資金調達を行い、設計・建設・運営を

一括して民間に発注する方式のこと。 

 

③   未来へつなぐ恵み豊かな環境のまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○家庭系可燃ごみの収集回数の見直し 

（１５，９８２千円）６５頁 

家庭から出るごみについて、わかりやすい分別パンフレットを作成し、ごみ

の減量や資源化を進めます。平成３０年１０月から家庭系可燃ごみの収集回数

について、週３回を２回に見直します。 

   【資源循環課】 

 

 

○災害廃棄物処理計画の策定に向けた検討 

（１５０千円）６５頁 

国が定める「災害廃棄物対策指針」を踏まえ、災害時における廃棄物の適正

な処理を図るため、本市の実情に応じた災害廃棄物の処理について検討します。 

【資源循環課】 

 

 

○ふれあい収集の本格実施 

（３，５４１千円）６５頁 

高齢者や障害者のうち、ご自身でごみ出しをすることが困難な方に対し、玄

関先までごみ収集に伺う「ふれあい収集」を、平成３０年１０月から市内全域

を対象として本格実施します。 

   【資源循環課】 

 

 

△南部清掃工場の建替え 

（１１，５７４，２９９千円）６９頁 

南部清掃工場は平成２８年度からＤＢＯ方式※により建替えを進めており、平

成３２年４月の稼働を目指します。 

 

 

 

 

【資源循環課】 
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③   未来へつなぐ恵み豊かな環境のまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○農地再整備に対する助成 

（３００千円）７３頁 

 農地の有効利用と規模拡大を図るため、耕作放棄地となっている農地を借り

て営農する農業者に対し、農地の再整備に係る経費の一部を助成します。 

【農水産課】 

 

 

○三山８丁目国有地の活用 

（３５８，８００千円）８３・９３頁 

三山８丁目の国有地を取得し、「（仮称）三山８丁目公園」を整備するととも

に、市道４５－０４６号線の道路を拡幅し、車両交通の円滑化や歩行者の安全

を確保します。 

   【道路建設課・公園緑地課】 

 

 

○立地適正化計画の策定 

（１１，０２０千円）８９・１１９頁 

将来の人口推移を見据え、医療・商業等の生活サービス施設等の都市機能や

公共交通を維持し、本市の持つ高い生活利便性を活かすため、「立地適正化計画」

を平成３２年度の策定に向け検討を進めます。 

【都市政策課】 

 

 

○都市計画マスタープランの策定 

（７，７７６千円）８９・１１９頁 

現在の「船橋市都市計画マスタープラン」は、平成３２年度に目標年度を迎

えることから、平成３０～３２年度の３か年で検討を行い、平成３３年度以降

の次期計画を策定します。平成３０年度は、市域の現状を分析するための調査

を行うほか、将来像や目標などを検討するため市民アンケート及び各種団体へ

のヒアリング等を行います。 

   【都市計画課】 

 



17 

 

③   未来へつなぐ恵み豊かな環境のまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

△下水処理場におけるバイオマスエネルギーの利活用 

（３０，０００千円）１５５頁 

 バイオマスエネルギーの利活用に向け、西浦下水処理場においては、平成２

９年度から民間事業者による発電設備の整備を進め、平成３１年度からの稼働

開始を予定しています。なお、隣接する西浦処理場においては、バイオマスの

前処理施設へ更新するための検討を進めます。また、高瀬下水処理場において

は、平成３０年度に発電事業を実施する事業者を選定し、平成３３年度からの

稼働開始を目指します。 

【下水道施設課・資源循環課】 
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④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

●中学生を対象とした学習支援 

（５８，６５２千円）３３頁 

 学習習慣を定着させ、高校進学を支援するため、生活困窮世帯、生活保護世

帯、ひとり親世帯等の中学生を対象に、学習支援事業を市内４か所で実施しま

す。平成３０年度からは、平成２９年度に学習支援事業に参加し高等学校に進

学した生徒を対象に、学習意欲の継続を図るため、進学後の状況確認や面談を

実施します。 

【地域福祉課】 

 

 

○子供の貧困対策実態調査 

（５，７８９千円）４５頁 

 国の子供の貧困対策に関する大綱に基づき、教育の支援、生活の支援、保護

者に対する就労の支援、経済的支援の４つの重点施策について、子供の貧困対

策に関する具体的な施策を検討するにあたり、子供の生活実態や支援ニーズを

把握するため、アンケート方式による調査を実施します。 

   【児童家庭課】 

 

 

△児童相談所の設置検討 

（５８０千円）４５頁 

児童福祉法の改正等により、中核市の児童相談所設置促進を図るため国や県

の支援策の検討が進められています。市川児童相談所への職員派遣や学識経験

を持つアドバイザーに意見聴取を行い、設置に向けて場所の選定や体制のあり

方について具体的な検討を実施します。 

   【家庭福祉課】 
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④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○医療的ケア児の支援検討 

（１８４千円）４５頁 

人工呼吸器などの医療的援助を必要とする児童への支援について、医師等が

メンバーとなり、慢性疾病児童及びその家族への支援策について情報共有を図

っている意見交換会において、その受け皿やサービス、家族へのサポート等、

支援に関する検討を行います。 

【療育支援課】 

 

 

△待機児童解消に向けた保育の受け皿確保 

（１，２２３，３７０千円）４７・５５頁 

 待機児童が特に多い鉄道沿線地区等を重点化して、認可保育所及び小規模保

育事業の施設整備を促進するほか、幼稚園の認定こども園への移行を促進しま

す。 

   【子ども政策課】 

 

 

△一時預かり保育サービスの促進 

（１６，５００千円）４９頁 

幼稚園において、教育時間の前後や長期休業期間中などに保護者の希望に応

じて一時的に児童を預かるサービスを実施するため、必要な改修に係る整備費

の一部を助成します。 

   【子ども政策課】 
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④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

△（仮称）坪井児童ホームの開設 

（３５３，８８３千円）５１頁 

乳幼児親子や小学生等が自由に遊べる場を提供するとともに、子育て支援や

児童健全育成の充実を図るため、平成３０年１１月の開設を目指し、「（仮称）

坪井児童ホーム」の整備を進めます。 

【地域子育て支援課】 

 

 

 

 

△放課後ルームの整備 

（１４，４５６千円）５３・１１８頁  

待機児童解消を目指し、市場と二和の各放課後ルームについて、定員拡大を

図るための整備を行います。また、「（仮称）塚田第二放課後ルーム」を平成

３０～３２年度の３か年で整備します。 

【地域子育て支援課】 

 

 

○産婦健康診査に対する助成 

（２５，７５０千円）５９頁 

出産後の切れ目ない支援として、精神的に不安定になりやすい産後間もない

時期の産婦の心と身体の健康保持及び増進を図るため、産後２週間及び産後１

ヶ月の産婦健康診査費用の一部を助成し、産後初期段階の母子支援の強化を図

ります。 

【地域保健課】 

 

≪（仮称）坪井児童ホームの完成イメージ≫ 



21 

 

④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

●小・中学校特別支援学級を開設 

（２９，８３８千円）１０１頁 

障害のある児童・生徒の適切な指導及び必要な支援の充実を図るため、自閉

症・情緒障害特別支援学級を平成３０年４月に法典東小学校と前原小学校で開

設します。また、平成３１年４月に発達障害通級指導教室を葛飾中学校に開設

する準備を進めます。 

【総合教育センター】 

 

 

●スクールカウンセラーの体制の強化 

（６８，６４５千円）１０１頁 

 いじめや不登校等に関する児童・保護者からの相談等に応じるため、全小学

校にスクールカウンセラー（臨床心理士等）を引き続き配置します。平成３０

年度は、新たに配置するスクールソーシャルワーカーとの連携を図ります。 

   【指導課】 

 

 

○スクールソーシャルワーカーの配置 

（１２，９１３千円）１０３頁 

 教育相談体制の整備・充実に向けて、教育及び専門的な知識と技術を活用し、

子供を取り巻く様々な問題を福祉の面からも解決するスクールソーシャルワー

カー（社会福祉士等）を５名配置します。なお、学校や保護者からの相談に応

じて、学校及び家庭への訪問・相談、関係機関との連携・働きかけを行いなが

ら、問題解決を図ります。 

【総合教育センター】 
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④   笑顔があふれる子育てのまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

△（仮称）塚田第二小学校の整備 

（６５，１３０千円）１０５頁 

 大規模なマンション開発等が進む塚田地区における将来の児童数の増加に対

応するため、平成３３年４月の開校に向けて、「（仮称）塚田第二小学校」の整

備に着手します。 

 【施設課】 

 

 

●小・中学校のＩＣＴ環境整備 

（１３，６４０千円）１０５頁 

小・中学校におけるＩＣＴ環境を整備するため、小・中学校のＩＣＴ機器を

引き続き整備します。平成３０年度は市内全中学校の特別支援学級２９教室に

電子黒板を整備します。 

【総合教育センター】 

 

 

●準要保護生徒の保護者に対するクラブ活動費の助成 

（３０，０００千円）１０５頁 

子供の貧困対策として、中学校のクラブ活動に係る費用の負担を軽減するた

め、就学援助における準要保護生徒の保護者に対し、一定額を限度に費用を新

たに助成します。 

【学務課】 

 

 

△特別支援学校の校舎増築 

（３７８，９１４千円）１０９頁 

 特別支援学校の児童・生徒数増加に伴う教室不足に対応するため、平成３１

年４月の開設を目指し、高根台校舎の増築を引き続き行うとともに、金堀校舎

の増築に着手します。 

【施設課】 
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⑤   人が集まる元気なまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

△海老川上流地区のまちづくり検討 

（１４０，３４４千円）２７・８７・８９・１１９・１２９頁 

土地区画整理事業の予定区域で環境影響調査を実施し、自然環境に与える影

響や対策の検討を行います。また、土地区画整理事業の予定区域外となったま

ちづくり手法検討区域では、良好な住環境を創出・維持するため、地権者の意

向を確認しながらまちづくりの基本構想等を策定します。さらに、「ふなばし

メディカルタウン構想」に示された各施策の実現に向けて、健康維持や予防医

学等に関する検討を進めます。 

【政策企画課・都市政策課・道路計画課】 

 

 

△ＪＲ南船橋駅南口市有地の活用検討 

（２７，５６３千円）２７・８７・１１８頁 

 ＪＲ南船橋駅南口市有地の有効活用に向けて、開発する事業者を公募する条

件を策定します。また、市有地内の駅前広場や道路の設計を行います。 

【政策企画課・道路計画課】 

 

 

△馬込霊園アクセス通路の整備 

（９０，０００千円）６３頁 

馬込霊園周辺の道路渋滞緩和のため、アクセス通路の整備を行い、平成３１

年度の供用開始を目指します。 

   【環境保全課】 
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⑤   人が集まる元気なまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

【商工業戦略プランの推進】 

 

●人材確保等の支援          （１，７０４千円）７１・７９頁 

人材確保や生産性の向上に繋がるワーク・ライフ・バランスを推進するため、

労働力不足に悩む企業に対し、啓発セミナーを開催します。さらに、インター

ンシップ制度の導入を検討する企業に対し、既に実施している企業の事例等を

まとめた冊子を配布します。                

【商工振興課】 

 

 

○「千葉おもてなしＳＨＯＰガイド」の導入  （２，２７６千円）７７頁 

  訪日外国人観光客の来街や来店を促すため、日本語で登録したメニューを

自動で外国語に翻訳し印刷できる機能や、外国語で店舗情報を検索できる機

能を提供するサイト「千葉おもてなしＳＨＯＰガイド」を導入します。 

【商工振興課】 

 

 

○中小企業支援セミナーの開催           （６１千円）７９頁 

  中小企業の開発力や販売力の向上を支援するため、セミナーを開催します。 

【商工振興課】 

 

 

●共同ビジネスマッチング事業の推進    （１８，８６８千円）７９頁 

  本市の産業振興を図るため、船橋商工会議所を主体とした共同ビジネスマ

ッチングシステムで、登録された情報を公開することで、専任コーディネー

ターのサポートにより、新たな製品開発への連携等を促進します。 

【商工振興課】 
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⑤   人が集まる元気なまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

△漁業の振興 

（２３，１１４千円）７５頁 

 さらなる漁業の振興を図るため、漁業体験事業を行うとともに、船橋産水産

物の市内外へのＰＲ事業や漁業後継者等が行う漁具整備費用の一部を助成しま

す。 

   【農水産課】 

 

 

△ＪＲ船橋駅北口広場及びペデストリアンデッキの改修 

（９０，０００千円）８３頁 

歩行者の安全を確保するため、平成２６年度に実施した現状調査の結果をも

とに、ＪＲ船橋駅北口広場及びペデストリアンデッキを引き続き改修します。 

   【道路維持課】 

 

 

△ＪＲ船橋駅南口周辺部の回遊性創出 

（４５，０００千円）８５頁 

 ＪＲ船橋駅南口周辺部の回遊性を向上させるため、市道１４－０７３号線（通

称：山口横丁）のコミュニティ道路化に向けた整備を行います。 

【道路建設課】 

 

 

 

 

 

 

≪市道 14-073号線（通称：山口横丁）の整備イメージ≫ 
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⑤   人が集まる元気なまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

△都市計画道路等の整備 

（１，３１１，０２２千円）８５・９１頁 

慢性的な交通渋滞の緩和を図るため、幹線道路である都市計画道路３・３・

７号線の整備を進め道路ネットワークを構築します。また、大穴南２丁目の大

穴小学校東側の交差点改良を進め、交通の円滑化を図ります。 

【道路建設課】 

 

 

△道路標識への英語表記 

（７，２６０千円）８５頁 

東京２０２０オリンピック・パラリンピックに向け、今後、多くの外国人の

来訪が見込まれることから、英語表記されていない道路案内標識及び交差点名

表示板の英語表記化を順次行います。 

   【道路維持課】 

 

 

○ビッグデータ利用による交通渋滞解消の研究 

（１５０千円）８７頁 

 車両や携帯電話などのＧＰＳから得られるビッグデータを利用し、効果的な

交通渋滞対策の可能性を検討します。平成３０年度は、ビッグデータの効果的

な活用方法を有識者とともに研究します。 

 【道路計画課】 

 

 

△自転車等駐車場の整備 

（３５８，０００千円）８７頁 

 ＪＲ西船橋駅周辺の駐輪場収容台数不足解消を図るため、西船橋駅第１０自

転車等駐車場の増設を行います。また、老朽化している、新京成二和向台駅第

１自転車等駐車場の改修を行います。 

【都市整備課】 
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⑤   人が集まる元気なまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○船橋駅南口地下駐輪場への新精算システムの導入 

（２７，０００千円）９５頁 

 船橋駅南口地下駐輪場の精算システムは、設置して１５年が経過し、老朽化

による不具合が度々発生しているため、新精算システムを導入し、交通系ＩＣ

カードにも対応させることで、利用者のサービス向上を図ります。 

【都市整備課】 

 

 

△二和東５丁目市有地の活用検討 

予算参考資料に記載なし 

 平成２９年度に取得した二和東５丁目市有地について、用地取得にあたり財

務省と協議した土地利用計画に基づき、地元住民等の意見を伺いながら活用方

法を検討します。 

   【政策企画課】 

 

 

○下水道事業の企業会計化 

予算参考資料に記載なし 

 必要な住民サービスを将来に渡り安定的に提供していくため、中長期的な視

点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組むこと

を目的とし、平成３０年４月から下水道事業に公営企業会計を適用します。 

   【下水道総務課】 
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⑥   市民に愛され、育まれるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○ご当地ナンバープレートの導入 

（６９２千円）２７頁 

地域の知名度向上や観光振興に繋げるため、平成２９年度に実施した市民意

識調査の結果を踏まえ、「船橋ナンバー」の平成３２年度導入に向けて手続きを

進めます。 

   【政策企画課】 

 

 

○東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業の推進 

（３，０２７千円）２７頁 

 東京２０２０オリンピック・パラリンピックが開催されることに伴い、庁内

推進体制を整え、平成３０年６月に来日するアメリカ男子体操チームの事前合

宿の受け入れや、オリンピアン・パラリンピアンとの交流イベント等を実施し

ます。 

【政策企画課】 

 

 

●取掛西貝塚の保存・整備 

（２１，３５７千円）１０９・１１１頁 

取掛西貝塚の学術調査を引き続き実施するとともに、保存・整備計画を検討

するため、「（仮称）取掛西貝塚調査検討委員会」を設置します。また、市民に

遺跡の価値を分かりやすく伝え、遺跡を保存・整備する機運を高めるため、専

門家による講演を含む調査報告会を開催するとともに、パンフレットを作成し

ます。 

   【文化課】 

 

 

△美術館設置に向けた検討 

（４９７千円）１１１頁 

 美術館については、展示だけでなく市民の創作活動等の拠点にもなるよう、

専門家を招いて活動方針等を検討します。 

   【文化課】 
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⑥   市民に愛され、育まれるまち 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

●図書サービスの向上 

（８，６４７千円）１１３頁 

 公民館等図書室のサービス拡充を図るため、新たに浜町公民館と北部公民館

を図書館とネットワーク化するとともに、現在１０時３０分から１６時３０分

である利用時間を、全１５拠点で９時３０分から１７時までに延長します。 

   【西図書館】 

 

 

△ホームタウンチームとの連携 

（２，６９０千円）１１５頁 

 本市をホームタウンとするプロバスケットボールチーム「千葉ジェッツふな

ばし」が、より地元に密着し、市民に愛着を持っていただけるよう各種ＰＲ事

業を実施します。また、本市をホームタウンとするラグビーチーム「クボタス

ピアーズ」の選手によるタグラグビー教室を市内の小学校で開催します。 

   【生涯スポーツ課】 

 

 

●障害者スポーツの振興 

（９３８千円）１１５頁 

障害者スポーツの普及・啓発を図るため、「（仮称）パラスポーツ協議会」を

設置し、障害者スポーツ指導員養成講習会への参加やパラスポーツ体験会等を

実施します。 

   【生涯スポーツ課】 
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 その他の取り組み 

 

《〇は新規事業、●は制度拡大事業、△は継続事業です。》 

 

 

○行財政改革の推進 

（３，４０５千円）２７頁 

本市が推進する行財政改革の取組みに関し、有識者等の意見を聴取するため、

平成２９年度に引き続き行財政改革推進会議を開催するとともに、行財政改革

の推進にあたって市民の意見も考慮するため、市民アンケートを実施します。 

【政策企画課】 

 

 

○総合計画の策定 

（１３，５００千円）２７・１１８頁 

 現在の総合計画が平成３２年度で期間満了となるため、平成３３年度からの

総合計画を平成３０～３２年度の３か年で検討を行い策定します。平成３０年

度は、市域の現状を分析するための調査・研究を行うほか、将来像や目標など

を検討するため市民アンケート及び市民会議等を行います。 

   【政策企画課】 

 

 

○総務事務の外部委託化に向けた検討 

（２４，９９２千円）２９・１１８頁 

 職員の給与計算や福利厚生事務等の総務事務の効率化を図るため、平成３０

～３１年度の２か年で外部委託化に向けた検討を行います。平成３０年度は、

現行業務の可視化や課題を分析し、外部委託範囲の検討及び事務の最適化モデ

ルを構築していきます。 

   【職員課】 

 

 

 

 

 


